
注釈１ デジタル手続法の施行日（令和２年５月25日）時点で交付されている通知カードは、氏名、住所等の記載事項に変更がない場合又は同日前に正しく変更手続きがと
られている場合に限り、引き続き利用可能です。

私学事業団が実施するマイナンバー法第16条に基づく本人確認について

私学事業団がマイナンバーの提供を受ける場合、マイナンバー法第16条に基づき、以下のとおり本人確認（マイナンバーの確認と身元（実存）確認）を実施します。なお、
代理人が本人のマイナンバーを提供する場合は、本人のマイナンバーの確認にあわせて、戸籍謄本、委任状等の書類による代理権の確認と、代理人の身元（実存）確認を行い
ます。  

【私学事業団が本人からマイナンバーの提供を受ける場合】対面の場合は原本により、郵送の場合は原本又はその写しにより確認します。

マイナンバーの確認

次に掲げる書類のうちいずれか１つによる確認
⚫ マイナンバーカード
⚫ 通知カード（注釈１）
⚫ マイナンバーが記載された住民票の写し、住民票記載事項証明書

左記による確認が困難な場合は、次の方法による確認
⚫ 地方公共団体情報システム機構への確認
⚫ 私学事業団において過去に本人確認等の上で作成した特定個人情報ファイルによる確認

身元（実存）確認

私学事業団が基礎年金番号・氏名・住所等を予め印字して本人に交付した届書等を使用して届出を行う場合、当該届書等自体を身元（実存）確認書類として扱うため、下の書類は不要で
す。

基礎年金番号・氏名・住所等の印字がない届書等で届出を行う場合、次の書類が必要です。①～⑦の書類いずれか１点か、⑧～⑲の書類２点による確認を行います。

１点で確認できるもの ２点で確認できるもの（異なる丸数字の組合せが必要です。）

① マイナンバーカード
② 運転免許証、運転経歴証明書
③ 住民基本台帳カード（写真付きのもの）
④ 旅券（パスポート）
⑤ 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳
⑥ 在留カード、特別永住者証明書
⑦ 官公署等が発行した資格証明書で次に掲げるもの（写真付きのもの）（注釈２）

⑧ 資格確認書（国民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢者医療、共済組合）（注釈３）

⑨ 被保険者証、組合員証（国民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢者医療、介護保険、
共済組合）（注釈３）（注釈４）

⑩ 健康保険日雇特例被保険者手帳
⑪ 児童扶養手当証書、特別児童扶養手当証書
⑫ 住民基本台帳カード（写真付きでないもの）
⑬ 公的年金（企業年金、基金を除く）の年金証書又は恩給証書
⑭ 基礎年金番号通知書、年金手帳
⑮ 私学事業団、日本年金機構又は公務員共済が交付した通知書（年金額改定通知書、年金送金

のお知らせ 等）（注釈２）

⑯ 印鑑登録証明書
⑰ 学生証（写真付きのもの）（注釈２）

⑱ 官公署等が発行した身分証明書（写真付きのもの）（注釈２）

⑲ 官公署等が発行した資格証明書（写真付きのもので⑦に掲げる書類以外のもの）（注釈２）

注釈２ 氏名、生年月日（又は住所）が記載されたものに限ります。
注釈３ 写しを添付する場合は、被保険者証等に記載された保険者番号及び記号・番号等（QRコードを含む）を判別、復元できないようマスキング（黒塗り）してください。
注釈４ 介護保険を除き、確認書類として使用できるのは最長で令和７年12月１日までです。
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